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(百万円未満切捨て)

１．2022年３月期第３四半期の連結業績（2021年４月１日～2021年12月31日）

（１）連結経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 43,126 － 1,850 21.6 2,147 20.9 1,479 △25.7

2021年３月期第３四半期 86,496 13.0 1,521 △18.0 1,776 △15.6 1,990 37.9
(注) 包括利益 2022年３月期第３四半期 1,636百万円( △31.9％) 2021年３月期第３四半期 2,402百万円( 82.1％)
　

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2022年３月期第３四半期 54.98 －

2021年３月期第３四半期 73.75 －
　

(注)「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から
適用しております。売上高に大きな影響が生じるため2022年３月期第３四半期の売上高の対前年同四半期増減率は、
記載しておりません。

（２）連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2022年３月期第３四半期 77,338 27,812 36.0

2021年３月期 74,500 27,606 37.1

(参考) 自己資本 2022年３月期第３四半期 27,812百万円 2021年３月期 27,606百万円
　

　

　

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2021年３月期 － 12.00 － 14.00 26.00

2022年３月期 － 13.00 －

2022年３月期(予想) 13.00 26.00
(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無
　

　

３．2022年３月期の連結業績予想（2021年４月１日～2022年３月31日）

(％表示は、対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益
親会社株主に帰属
する当期純利益

１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 70,000 － 2,700 39.1 2,900 31.3 2,100 12.6 76.95
(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を第１四半期連結会計期間の期首から
適用しているため、上記の業績予想は当該会計基準等を適用した後の金額となっており、売上高に大きな影響が生
じるため対前期増減率は、記載しておりません。

　　



※ 注記事項

（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 ： 有

　 (連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

新規 ―社（社名） ― 、除外 1社（社名） 開発28号匿名組合
　

　

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 無
　

　

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無
　

　

（４）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数（自己株式を含む) 2022年３月期３Ｑ 28,678,486株 2021年３月期 28,678,486株

② 期末自己株式数 2022年３月期３Ｑ 2,573,362株 2021年３月期 1,386,409株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2022年３月期３Ｑ 26,902,514株 2021年３月期３Ｑ 26,995,800株

　
(注)当社は、株式付与ESOP信託及び役員報酬BIP信託を導入しており、各信託口が保有する当社株式を自己株式に含めて記載しております。

※ 四半期決算短信は公認会計士又は監査法人の四半期レビューの対象外です

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判
断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績
等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっ
ての注意事項等については、添付資料３ページ「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想などの
将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置の解除に加え、世界的な

ワクチン接種率の高まりとともに、段階的な経済活動の再開がみられました。しかし12月以降はオミクロン株の世界

的な流行が懸念されるなど、国内外ともに景気の先行きは再び厳しい状況が続く見込みです。

このようななか、当第３四半期連結累計期間の売上高は、431億26百万円（前年同四半期は864億96百万円）となり、

収益認識会計基準等の適用により、売上高は413億７百万円減少しております。

売上総利益は60億41百万円（前年同四半期比３億30百万円増、5.8％増）、営業利益18億50百万円（前年同四半期比

３億28百万円増、21.6％増）、経常利益21億47百万円（前年同四半期比３億71百万円増、20.9％増）、親会社株主に

帰属する四半期純利益14億79百万円（前年同四半期比５億11百万円減、25.7％減）となりました。

なお、「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用しております。この結果、当第３四半期連結累計期間における売

上高は、前第３四半期連結累計期間と比較して大きく減少しており、以下の経営成績に関する説明の売上高について

は、増減額及び前年同期比（％）を記載せずに説明しております。

当第３四半期連結累計期間の連結売上高を収益認識会計基準等の適用前後で比較しますと、以下のとおりになりま

す。

連結売上高

2022年３月期第３四半期（適用前） 84,434百万円

2022年３月期第３四半期（適用後） 43,126百万円

セグメントの経営成績を示すと、次のとおりであります。

なお、前連結会計年度において「その他」に含まれていた不動産賃貸事業は、不動産の売却に伴い、第１四半期連

結会計期間より「その他」の区分を廃止しております。

(電力事業)

売上高は61億87百万円（前年同四半期は523億50百万円）となり、収益認識会計基準等の適用により、売上高は

368億27百万円減少しております。また、セグメント利益は９億30百万円と、前年同四半期に比べ２億71百万円の増

加となりました。

(環境・化学・機械事業)

売上高は340億26百万円（前年同四半期は299億円）となり、収益認識会計基準等の適用により、売上高は43億１

百万円減少しております。また、セグメント利益は９億62百万円と、前年同四半期に比べ１億91百万円の増加とな

りました。

(生活産業事業)

売上高は29億12百万円（前年同四半期は41億51百万円）となり、収益認識会計基準等の適用により、売上高は１

億78百万円減少しております。また、セグメント損失は42百万円と、前年同四半期のセグメント利益47百万円に比

べ89百万円の減少となりました。

（２）財政状態に関する説明

(資産の部)

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、773億38百万円となり、前連結会計年度末と比較して28億38百万

円の増加となりました。主な要因として、前渡金の増加等により流動資産が44億35百万円増加したことによるもの

であります。

(負債の部)

当第３四半期連結会計期間末における負債合計は495億25百万円となり、前連結会計年度末と比較して26億32百万

円の増加となりました。この主な要因は、契約負債の増加等により流動負債が50億70百万円増加したことによるも

のであります。

(純資産の部)

当第３四半期連結会計期間末における純資産合計は278億12百万円となり、前連結会計年度末と比較して２億５百

万円の増加となりました。この結果、自己資本比率は36.0％となりました。
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（３）連結業績予想などの将来予測情報に関する説明

2022年３月期の連結業績予想につきましては、2021年５月14日に公表した予想から変更はありません。
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２．四半期連結財務諸表及び主な注記

（１）四半期連結貸借対照表

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 9,037 7,063

受取手形及び売掛金 17,334 －

受取手形、売掛金及び契約資産 － 18,271

有価証券 199 －

商品 742 2,384

仕掛品 6,000 6,000

前渡金 13,112 16,290

未収入金 53 277

その他 590 1,219

貸倒引当金 △13 △13

流動資産合計 47,057 51,492

固定資産

有形固定資産 12,139 11,133

無形固定資産 27 27

投資その他の資産

投資有価証券 6,114 5,731

その他 9,170 8,959

貸倒引当金 △9 △7

投資その他の資産合計 15,275 14,684

固定資産合計 27,443 25,845

資産合計 74,500 77,338

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 7,445 8,734

受託販売未払金 5,397 5,642

短期借入金 9,351 8,901

未払金 2,277 2,197

未払法人税等 639 22

前受金 12,881 －

契約負債 － 17,835

引当金 533 223

その他 297 337

流動負債合計 38,823 43,894

固定負債

長期借入金 3,603 3,212

退職給付に係る負債 13 12

引当金 111 111

その他 4,340 2,295

固定負債合計 8,069 5,631

負債合計 46,893 49,525
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2021年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 3,443 3,443

資本剰余金 2,831 2,831

利益剰余金 19,990 20,901

自己株式 △500 △1,362

株主資本合計 25,764 25,813

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,592 1,687

繰延ヘッジ損益 85 108

為替換算調整勘定 △11 46

退職給付に係る調整累計額 174 156

その他の包括利益累計額合計 1,841 1,998

純資産合計 27,606 27,812

負債純資産合計 74,500 77,338
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

四半期連結損益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

売上高 86,496 43,126

売上原価 80,785 37,084

売上総利益 5,711 6,041

販売費及び一般管理費 4,189 4,190

営業利益 1,521 1,850

営業外収益

受取利息 52 7

受取配当金 200 381

為替差益 － 5

その他 118 79

営業外収益合計 371 474

営業外費用

支払利息 67 165

為替差損 19 －

その他 29 12

営業外費用合計 116 177

経常利益 1,776 2,147

特別利益

固定資産売却益 1,217 －

受取保険金 194 －

特別利益合計 1,411 －

特別損失

固定資産処分損 35 0

固定資産売却損 80 －

固定資産圧縮損 89 －

投資有価証券評価損 38 －

減損損失 45 －

その他 3 －

特別損失合計 293 0

税金等調整前四半期純利益 2,894 2,147

法人税等 904 668

四半期純利益 1,990 1,479

非支配株主に帰属する四半期純利益 － －

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,990 1,479

　



東京産業株式会社(8070) 2022年３月期 第３四半期決算短信

7

四半期連結包括利益計算書

第３四半期連結累計期間

(単位：百万円)
前第３四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年12月31日)

四半期純利益 1,990 1,479

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 345 94

繰延ヘッジ損益 7 23

為替換算調整勘定 △2 57

退職給付に係る調整額 61 △18

その他の包括利益合計 411 156

四半期包括利益 2,402 1,636

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,402 1,636

非支配株主に係る四半期包括利益 － －
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（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

2021年７月５日開催の取締役会決議に基づき、2021年７月21日から12月31日までの期間に自己株式1,193,300株

を865百万円で取得いたしました。この結果、当第３四半期連結累計期間において、自己株式が862百万円増加し、

当第３四半期連結会計期間末に1,362百万円となっております。

（会計方針の変更）

（「収益認識に関する会計基準」等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点

で、当該財又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。これによ

り、顧客への商品の提供における当社の役割が代理人に該当する取引について、従来は顧客から受け取る対価

の総額を収益として認識しておりましたが、顧客から受け取る額から商品の仕入先に支払う額を控除した純額

で収益を認識する方法に変更しております。また、進捗部分について成果の確実性が認められる工事について、

従来は工事進行基準を適用しておりましたが、履行義務を充足するにつれて一定の期間にわたり収益を認識す

る方法に変更しております。なお、契約における取引開始日から完全に履行義務を充足すると見込まれる時点

までの期間がごく短い工事契約については代替的な取扱いを適用し、一定の期間にわたり収益を認識せず、完

全に履行義務を充足した時点で収益を認識しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従っ

ており、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１

四半期連結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用することとしてお

ります。ただし、収益認識会計基準第86項に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より前まで

に従前の取扱いに従ってほとんどすべての収益の額を認識した契約に、新たな会計方針を遡及適用しておりま

せん。また、収益認識会計基準第86項また書き(1)に定める方法を適用し、第１四半期連結会計期間の期首より

前までに行われた契約変更について、すべての契約変更を反映した後の契約条件に基づき、会計処理を行って

おります。

この結果、当第３四半期連結累計期間の売上高及び売上原価は41,307百万円減少しておりますが、営業利益、

経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響はありません。また、利益剰余金の当期首残高に与える

影響はありません。

収益認識会計基準等を適用したため、前連結会計年度の連結貸借対照表において、「流動資産」に表示して

いた「受取手形及び売掛金」は、第１四半期連結会計期間より「受取手形、売掛金及び契約資産」に含めて表

示することとした他、「流動負債」に表示していた「前受金」は、第１四半期連結会計期間より「契約負債」

として表示することとしました。なお、収益認識会計基準第89-2項に定める経過的な取扱いに従って、前連結

会計年度について新たな表示方法により組替えを行っておりません。

さらに、「四半期財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第12号 2020年３月31日）第28-15項に定める

経過的な取扱いに従って、前第３四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記

載しておりません。

（「時価の算定に関する会計基準」等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計

基準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計

基準等が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表

に与える影響はありません。
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（セグメント情報等）

Ⅰ 前第３四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)

合計

電力事業
環境・化学
・機械事業

生活産業
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 52,350 29,900 4,151 86,401 94 86,496

セグメント間の内部売上高

又は振替高
－ － － － － －

計 52,350 29,900 4,151 86,401 94 86,496

セグメント利益 658 771 47 1,476 44 1,521

(注) 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸事業であります。

２．報告セグメントの利益の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容(差異

調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,476

「その他」の区分の利益 44

四半期連結損益計算書の営業利益 1,521

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

「環境・化学・機械事業」セグメントにおいて、固定資産の減損損失を計上しております。なお、当該減損

損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において、45百万円であります。
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年12月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント

合計

電力事業
環境・化学
・機械事業

生活産業事業

売上高

一時点で移転される財又はサービス 6,187 16,169 2,653 25,010

一定の期間にわたり移転される財
又はサービス

－ 17,856 － 17,856

顧客との契約から生じる収益 6,187 34,026 2,653 42,867

その他の収益 － － 259 259

外部顧客への売上高 6,187 34,026 2,912 43,126

セグメント間の内部売上高又は振替高 － － － －

計 6,187 34,026 2,912 43,126

セグメント利益又は損失（△） 930 962 △42 1,850

(注) １．セグメント利益又は損失（△）は、連結財務諸表の営業利益と一致しております。

２．収益認識に関する会計基準の適用指針第95項に定める代替的な取扱いを適用することにより、完全に

履行義務を充足した時点で収益を認識している工事契約については、一時点で移転される財又はサー

ビスに含めております。

２．報告セグメントの変更等に関する事項

（「その他」区分の廃止）

前連結会計年度において「その他」に含まれていた不動産賃貸事業は、不動産の売却に伴い、第１四半期連

結会計期間より「その他」の区分を廃止しております。

（事業セグメントの売上高及び利益又は損失の計算方法の変更）

「（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（会計方針の変更）」に記載のとおり、第１四半期連結会計

期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に関する会計処理方法を変更したため、事業セグメン

トの売上高及び利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

当該変更により、従来の方法に比べて、当第３四半期連結累計期間の「電力事業」の売上高は36,827百万円

減少、「環境・化学・機械事業」の売上高は4,301百万円減少、「生活産業事業」の売上高は178百万円減少し

ております。

なお、セグメント利益又は損失への影響はありません。

（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「（３）四半期連結財務諸表に関する注記事項（セグメント

情報等）」に記載のとおりであります。

　


